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１
．
は
じ
め
に

１
９
５
４
年
、
我
が
国
は
コ
ロ
ン
ボ
・
プ
ラ
ン
に
加

盟
し
、
Ｏ
Ｄ
Ａ
を
開
始
し
ま
し
た
。
今
年
は
、
Ｏ
Ｄ
Ａ

開
始
60
年
、
人
間
で
は
還
暦
を
迎
え
る
節
目
の
年
に
あ

た
り
ま
す
。
ま
た
、
農
業
農
村
開
発
協
力
（
以
下
「
Ｎ

Ｎ
協
力
」
と
い
う
。）
で
は
、１
９
５
９
年
に
ブ
ラ
ジ
ル
、

キ
ュ
ー
バ
へ
の
か
ん
が
い
専
門
家
の
派
遣
を
皮
切
り
に

協
力
を
開
始
し
、
そ
の
後
、
１
９
８
４
年
に
当
省
で
も

構
造
改
善
局
（
当
時
）
に
海
外
土
地
改
良
技
術
室
（
以

下
「
海
外
室
」
と
い
う
。）
が
設
置
さ
れ
、
Ｎ
Ｎ
協
力

の
推
進
を
図
る
省
内
の
体
制
も
整
え
ら
れ
ま
し
た
。
今

年
は
、
海
外
室
設
置
も
30
年
を
迎
え
る
節
目
の
年
で
も

あ
り
ま
す
。

そ
こ
で
、
こ
れ
ま
で
の
実
績
を
踏
ま
え
つ
つ
、
Ｎ
Ｎ

協
力
の
現
在
の
状
況
な
ど
に
つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

２
．
農
業
農
村
開
発
協
力
の
状
況

Ｎ
Ｎ
協
力
の
状
況
の
変
化
に
つ
い
て
は
、
次
の
３
点

に
集
約
で
き
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ま
す
。

（
１
）
量
の
変
化
（
我
が
国
Ｏ
Ｄ
Ａ
予
算
及
び
Ｎ
Ｎ
協

力
の
減
少
）

一
つ
目
は
、
量
の
変
化
で
す
。
Ｏ
Ｄ
Ａ
予
算
額
は
、

開
始
さ
れ
て
か
ら
順
調
に
増
加
し
、
１
９
９
７
年
に
は

約
１
兆
１
７
０
０
億
円
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、

１
９
８
９
年
に
は
、
ア
メ
リ
カ
を
抜
き
世
界
最
大
の
援

助
国
と
な
り
、
１
９
９
０
年
を
除
き
、
２
０
０
０
年
ま

で
の
10
年
間
、
我
が
国
は
世
界
最
大
の
援
助
国
と
な
り

ま
し
た
。

Ｏ
Ｄ
Ａ
予
算
額
は
、
１
９
９
７
年
の
ピ
ー
ク
を
境
に

そ
の
後
減
少
を
続
け
、
昨
年
は
約
５
６
０
０
億
円
と

ピ
ー
ク
時
の
約
半
分
に
ま
で
減
少
し
ま
し
た
。
世
界
で

の
位
置
で
も
、
２
０
０
１
年
に
ア
メ
リ
カ
に
抜
か
れ
２

位
へ
、
２
０
０
６
年
に
は
、
イ
ギ
リ
ス
、
２
０
０
７
年

に
は
ド
イ
ツ
・
フ
ラ
ン
ス
に
抜
か
れ
、現
在
５
位
と
な
っ

て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、
Ｎ
Ｎ
協
力
分
野
の
資
金
協

力
・
技
術
協
力
も
Ｏ
Ｄ
Ａ
全
体
と
基
本
的
に
は
同
様
の

傾
向
を
示
し
て
お
り
、
有
償
資
金
協
力
で
は
90
年
代
後

半
に
新
規
採
択
案
件
数
が
10
案
件
以
上
と
な
っ
て
い
ま

す
が
、
そ
の
後
減
少
し
、
最
近
で
は
、
年
間
数
件
と
い

う
レ
ベ
ル
に
低
下
し
て
い
ま
す
。
技
術
協
力
に
お
い
て

は
、
農
村
振
興
局
か
ら
の
専
門
家
派
遣
者
数
で
も
、
97

年
が
76
人
と
最
大
に
な
り
ま
し
た
が
、
昨
年
で
は
、
47

人
と
減
少
し
て
い
ま
す
。

一般会計 ODA 当初予算の推移
（資料：外務省ホームページ）
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NN 協力分野の有償資金協力の地域別新規供与件数の推移

2
1 1 1

2

6

3 3
4 4 4

8

4

6
5

3
4

2

10

6

3 3 3 3
2

4
5

7

4

6

3

9

3

1
2 2

1

3

1

3

1

1 1

4

2

2
1

1

1

3

3

3

1

1

2

2

2
1

1

3

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

3

2

2

1

1
2

1

1

2

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

2
1

1

1

2

1

1

65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12
0

2

4

6

8

10

12

14

16

その他

中南米

アフリカ

中央アジア・中近東

南西アジア

東アジア

農村振興局からの地域別専門家派遣者数の推移

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 3 5
9 10 11 14 16

12

21
25 23

27 30
25 27

21 23 22
26 29

35 34

43
35

44 42 43 42 39 39 36 38

27 24
18 18 16

9
15 13 14

19
14 14

0 0 0
4 4

0 0 0 0
0 0

1
3

3
7 5

4 2

1

1

2
1

1
1

2
2

0
1 1

2
2

1 2

2

4

4
4 3 4

4 3
4 2

3
4

4 6
3

3

7 9 9

8

5 6

0 0 0

0 0

0 2 1 0
0 0

0
0

0

0 0
0 0

0

0

0
0

0
0

0
0

0
1 2

1
1

0
4

5

4

4
3 1

5
5

3 8 8

6
6

8 4

3

2

2
6

8

10

7 8

0 0 0

0 0

0
0 0 0

2 2
1

1
1

0 0
0 2

2

1

0
0

0
1

1
3

3
1 4

4
5

9
9

6

5

5
6

4
4

2
3

4 5

6
5

4
2

3

3

5
2

5

7

15
16

0 1 0

0 0

0
0 0 1

1 1
1

1
0

1 1
2

9

10

8
8

9

13
13

10 5

9
9 5

8

10

8
5

9

9

13 16
18

15

14
10

8 9

7
8

6
7

3

2

1 2

3

2
2

3

0 0 0

0 0

0
0 0 0

0 0
0

0
0

0 0
0

0
0

0
0

0

0
0

0 0
0

0 0

0

0

0 0

0

0

0 0 1
3

3

4 3 0

0
0

0
0

0

0

0
0

0

0
0

0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

'59 '69 '79 '89 '99 '09

その他

中南米

アフリカ

中央アジア・中近東

南西アジア

東アジア

主要援助国のODA実績の推移（支出純額ベース）
（資料：外務省ホームページ）



52土地改良　285号

（
２
）
地
域
の
変
化
（
ア
ジ
ア
か
ら
ア
フ
リ
カ
へ
）

二
つ
目
は
、
実
施
地
域
の
変
化
で
す
。
Ｎ
Ｎ
協
力
に

お
い
て
は
、
ア
ジ
ア
、
特
に
東
ア
ジ
ア
が
中
心
と
な
っ

て
お
り
ま
し
た
が
、
そ
の
割
合
が
低
下
し
、
ア
フ
リ
カ

を
は
じ
め
と
し
て
ア
ジ
ア
以
外
の
他
地
域
で
の
実
施
が

増
加
し
て
い
ま
す
。
特
に
、
技
術
協
力
で
は
、
ア
フ
リ

カ
で
の
実
施
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
が
、
東
ア
ジ
ア
で

の
着
実
な
経
済
発
展
の
一
方
、
ア
フ
リ
カ
の
貧
困
削
減

に
は
農
業
分
野
の
発
展
が
不
可
欠
で
あ
り
、
援
助
の

ニ
ー
ズ
が
高
い
こ
と
や
、
我
が
国
が
主
導
し
て
い
る
ア

フ
リ
カ
開
発
会
議
（
Ｔ
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｄ
）
が
昨
年
５
月
に
横

浜
で
第
５
回
会
議
が
開
催
さ
れ
た
こ
と
に
み
ら
れ
る
よ

う
に
ア
フ
リ
カ
の
開
発
を
支
援
す
る
我
が
国
の
積
極
的

な
姿
勢
の
表
れ
だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

（
３
）
質
の
変
化
（
建
設
か
ら
改
修
・
管
理
へ
そ
し
て

技
術
者
か
ら
農
民
へ
）

最
後
は
、協
力
の
内
容
や
対
象
な
ど
質
の
変
化
で
す
。

Ｎ
Ｎ
協
力
の
内
容
は
、
資
金
協
力
、
技
術
協
力
も
90
年

頃
ま
で
は
、
か
ん
が
い
施
設
の
新
設
整
備
が
中
心
な
っ

て
い
ま
し
た
。
そ
れ
以
降
は
、新
設
整
備
だ
け
で
な
く
、

施
設
の
復
旧
・
改
修
や
施
設
整
備
後
の
管
理
に
関
す
る

協
力
も
数
多
く
な
っ
て
お
り
、
近
年
の
技
術
協
力
案
件

で
は
、
持
続
的
な
か
ん
が
い
用
水
の
利
用
の
た
め
の
農

民
参
加
型
水
管
理
に
関
す
る
協
力
が
多
数
実
施
さ
れ
て

い
ま
す
。

ま
た
、
技
術
協
力
の
対
象
者
も
変
化
し
て
い
ま
す
。

前
記
の
よ
う
な
協
力
内
容
の
変
化
に
応
じ
、
施
設
の
設

計
・
施
工
に
関
す
る
技
術
を
政
府
職
員
（
技
術
者
）
へ

移
転
す
る
と
と
も
に
、
現
場
技
術
者
へ
の
研
修
を
行
う

NN 分野の有償資金協力のタイプ別新規供与件数の推移
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も
の
か
ら
、
農
民
に
よ
る
水
管
理
や
末
端
施
設
の
整
備

の
た
め
の
技
術
や
農
民
の
水
管
理
組
織
設
立
、
組
織
運

営
を
支
援
す
る
政
府
職
員
へ
移
転
す
る
も
の
、つ
ま
り
、

最
終
的
な
技
術
の
移
転
対
象
が
政
府
職
員
か
ら
農
民
自

身
へ
変
化
し
て
き
て
い
ま
す
。

３
．
世
界
の
動
き

世
界
の
農
業
・
農
村
、
水
資
源
な
ど
に
つ
い
て
は
そ

れ
ぞ
れ
が
多
様
で
あ
り
、
か
つ
、
様
々
な
状
況
の
変
化

が
あ
り
ま
す
が
、
Ｎ
Ｎ
協
力
と
関
係
の
深
い
と
考
え
ら

れ
る
主
な
動
き
に
つ
い
て
述
べ
た
い
と
思
い
ま
す
。

（
１
）
人
口
増
加
と
食
料
価
格
の
上
昇

世
界
の
人
口
は
、
１
９
７
０
年
か
ら
約
40
年
間
で
開

発
途
上
国
を
中
心
に
31
億
人
も
増
加
し
ま
し
た
。
今
後

も
人
口
増
加
は
継
続
し
、
２
０
５
０
年
に
は
更
に
24
億

人
増
加
し
、
93
億
人
に
達
す
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
ま

す
。
一
方
、
世
界
の
耕
地
面
積
の
伸
び
は
鈍
化
し
、
耕

地
面
積
の
増
加
が
人
口
の
増
加
に
追
い
つ
か
な
い
た

め
、
一
人
あ
た
り
の
耕
地
面
積
は
減
少
し
、
灌
漑
施
設

の
整
備
な
ど
に
よ
る
単
収
の
増
加
で
対
応
し
て
い
た
状

況
で
あ
る
も
の
の
、
２
０
１
２
年
で
は
約
９
億
人
が
栄

養
不
足
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
近
年
、
食
料
価
格
が
高
騰
し
て
お
り
、
現
在

の
国
際
価
格
は
、
２
０
０
６
年
秋
頃
に
比
べ
１
・
７
～

２
・
９
倍
の
水
準
と
な
っ
て
い
ま
す
。
価
格
が
急
激
に

上
昇
し
た
２
０
０
８
年
前
半
に
は
、
抗
議
運
動
や
暴
動

が
世
界
各
地
で
発
生
し
ま
し
た
。

（
２
）
世
界
水
フ
ォ
ー
ラ
ム
（
Ｗ
Ｗ
Ｆ
）
の
開
催

世
界
の
年
間
水
使
用
量
が
、
過
去
30
年
で
約
１
・
５

倍
に
増
加
し
、
約
６
割
を
水
田
農
業
が
行
わ
れ
て
い
る

ア
ジ
ア
で
使
用
し
て
い
ま
す
。
目
的
別
に
は
、
約
７
割

を
農
業
用
水
が
占
め
る
一
方
で
、
生
活
用
水
、
工
業
用

水
の
伸
び
が
顕
著
に
な
っ
て
お
り
、
最
大
の
ユ
ー
ザ
ー

で
あ
る
農
業
用
水
の
効
率
的
な
利
用
が
重
要
と
な
っ
て

い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
背
景
の
中
で
、
92
年
に
ア
イ
ル
ラ
ン
ド

で
開
催
さ
れ
た
「
水
と
環
境
に
関
す
る
国
際
会
議
」
や

同
年
ブ
ラ
ジ
ル
で
開
催
さ
れ
た「
国
連
開
発
環
境
会
議
」

（
リ
オ
・
サ
ミ
ッ
ト
）
な
ど
90
年
代
か
ら
水
に
関
す
る

国
際
的
な
議
論
が
活
発
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
97

年
に
は
、
モ
ロ
ッ
コ
で
第
１
回
の
「
世
界
水
フ
ォ
ー
ラ

ム
」
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

Ｗ
Ｗ
Ｆ
は
、
そ
の
後
３
年
に
１
度
開
催
さ
れ
、
世
界

の
水
議
論
を
リ
ー
ド
す
る
場
と
な
っ
て
お
り
、
最
近
で

は
２
～
３
万
人
が
参
加
す
る
大
規
模
な
も
の
と
な
っ
て

い
ま
す
。
２
０
０
３
年
に
は
、
京
都
を
中
心
に
第
３
回

が
開
催
さ
れ
、
Ｎ
Ｎ
分
野
に
お
い
て
も
、
農
水
省
と
Ｆ

Ａ
Ｏ
が
「
水
と
食
と
農
」
大
臣
会
合
を
共
催
し
、
大
き

な
成
果
を
上
げ
ま
し
た
。
来
年
４
月
に
は
、
第
７
回
が

韓
国
で
開
催
さ
れ
る
予
定
と
な
っ
て
お
り
、
そ
れ
に
向

け
た
議
論
が
活
発
化
し
て
き
て
い
ま
す
。

ま
た
、
か
ん
が
い
排
水
分
野
の
国
際
的
な
組
織
で
あ

る
国
際
か
ん
が
い
排
水
委
員
会
（
Ｉ
Ｃ
Ｉ
Ｄ
）
で
も
、

か
ん
が
い
排
水
分
野
の
様
々
な
関
係
者
が
参
加
す
る

「
世
界
か
ん
が
い
フ
ォ
ー
ラ
ム
」（
Ｗ
Ｉ
Ｆ
）
を
昨
年
９

月
に
初
め
て
ト
ル
コ
で
開
催
し
、
国
際
的
な
水
議
論
に

か
ん
が
い
排
水
分
野
と
し
て
こ
れ
ま
で
以
上
に
積
極
的

な
情
報
発
信
・
貢
献
を
始
め
て
い
ま
す
。

（
３
）
ミ
レ
ニ
ア
ム
開
発
目
標
（
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
の
設
定

Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
は
、
２
０
０
０
年
９
月
に
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク

で
開
催
さ
れ
た
国
連
ミ
レ
ニ
ア
ム
・
サ
ミ
ッ
ト
で
採
択

さ
れ
た
「
国
連
ミ
レ
ニ
ア
ム
宣
言
」
や
90
年
代
に
開
催

さ
れ
た
主
要
な
国
際
開
発
目
標
を
統
合
し
、
開
発
分
野

に
お
け
る
国
際
社
会
共
通
の
目
標
と
し
て
、
２
０
０
１

年
に
ま
と
め
ら
れ
た
も
の
で
す
。

Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
は
、
極
度
の
貧
困
の
撲
滅
な
ど
、
90
年
を

基
準
年
と
し
て
２
０
１
５
年
ま
で
に
達
成
す
べ
き
８
つ

の
目
標
が
掲
げ
ら
れ
て
お
り
、
我
が
国
も
こ
れ
ら
目
標

の
達
成
に
向
け
て
積
極
的
に
貢
献
し
て
い
く
こ
と
と
し

穀物及び大豆の国際価格の動向
（資料：農林水産政策研究所）
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実線：名目価格

とうもろこし

米

大豆

小麦

2014年1月3日の価格
米 ：458ドル/トン
大豆
小麦
とうもろこし

：474ドル/トン
：223ドル/トン
：167ドル/トン

名目価格は、2010年を基準年としている。
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て
い
ま
す
。
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
達
成
期
限
が
来
年

に
迫
る
中
、
現
状
で
は
、
達
成
困
難
な
分
野

や
達
成
に
遅
れ
が
で
て
い
る
地
域
も
あ
り
、

取
り
組
み
を
加
速
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

一
方
、
２
０
１
５
年
よ
り
先
の
国
際
開
発

目
標
（
ポ
ス
ト
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
の
策
定
に
向
け

た
国
際
社
会
で
の
議
論
が
始
ま
っ
て
い
ま

す
。
２
０
１
２
年
に
開
催
さ
れ
た
「
国
連
持

続
可
能
な
開
発
会
議
」（
リ
オ
＋
20
）
に
お

い
て
、Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
を
補
完
す
る
も
の
と
し
て
、

持
続
可
能
な
開
発
目
標
（
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
を
設

定
す
る
こ
と
に
つ
い
て
議
論
さ
れ
ま
し
た
。

（
４
）
地
球
温
暖
化

昨
年
10
月
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
を
襲
っ
た
台
風
に
よ
る
甚

大
な
被
害
の
発
生
は
記
憶
に
新
し
い
と
こ
ろ
で
す
が
、

最
近
、
世
界
各
地
で
洪
水
や
干
ば
つ
な
ど
自
然
災
害
が

多
発
し
て
い
ま
す
。
昨
年
９
月
に
は
、
気
象
変
動
に
係

る
政
府
間
パ
ネ
ル
（
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）
の
第
５
次
報
告
書
第

１
作
業
部
会
報
告
書
が
公
表
さ
れ
、「
気
象
シ
ス
テ
ム

の
温
暖
化
に
つ
い
て
は
疑
う
余
地
が
な
い
。」
旨
報
告

さ
れ
て
い
ま
す
。
今
後
、
第
２
作
業
部
会
、
第
３
作
業

部
会
報
告
が
な
さ
れ
、
今
年
10
月
に
統
合
報
告
書
に
関

す
る
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
総
会
が
デ
ン
マ
ー
ク
で
開
催
さ
れ
る
予

定
と
な
っ
て
い
ま
す
。

地
球
温
暖
化
は
、
農
業
生
産
に
対
し
て
、
CＯ2
の
濃
度

の
上
昇
に
よ
る
収
量
増
加
と
い
う
プ
ラ
ス
が
あ
る
一

方
、
気
温
上
昇
に
よ
る
農
地
面
積
の
減
少
や
異
常
気
象

の
頻
発
に
よ
る
生
産
量
の
減
少
な
ど
の
マ
イ
ナ
ス
の
影

響
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。
開
発
途
上
国
に
お
い
て
も

こ
の
課
題
に
ど
の
よ
う
に
対
応
し
て
い
く
か
が
大
き
な

関
心
事
と
あ
る
と
と
も
に
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま

す
。

４
．
国
内
の
動
き

（
１
）
新
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
設
立

Ｏ
Ｄ
Ａ
は
、
技
術
協
力
は
国
際
協
力
機
構
（
旧
Ｊ
Ｉ

Ｃ
Ａ
）、
無
償
資
金
協
力
は
外
務
省
（
実
施
促
進
が
Ｊ

Ｉ
Ｃ
Ａ
）、
有
償
資
金
協
力
は
国
際
協
力
銀
行
（
Ｊ
Ｂ

Ｉ
Ｃ
）が
実
施
す
る
体
制
が
長
く
続
い
て
お
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
２
０
０
５
年
小
泉
内
閣
に
お
け
る
政
策
金
融

改
革
の
一
環
と
し
て
、
Ｊ
Ｂ
Ｉ
Ｃ
に
つ
い
て
の
議
論
が

な
さ
れ
、
官
房
長
官
の
下
に
設
け
ら
れ
た
「
海
外
経
済

ミレニアム開発目標（MDGs）の概要
（資料：外務省ホームページ）

国
連

G
8
な
ど

W
W
C
な
ど

1992
ﾘｵ地球
ｻﾐｯﾄ

2000
ﾐﾚﾆｱﾑｻ

ﾐｯﾄ

2002
ﾖﾊﾈｽﾌﾞ
ﾙｸﾞｻﾐｯﾄ

2001
ﾎﾞﾝ

淡水会議

Ø 国連ﾐﾚﾆｱﾑ開発目標
・2015年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施
設を継続的に利用できない人々の割合を半減

Ø ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸ実施計画
・2015年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を継続的に
利用できない人々の割合を半減
・2005年までに総合水資源管理（IWRW）及び水効率計画を策定

2012
CSD

(ﾘｵ+20)

1997
WWF1
ﾓﾛｯｺ

2000
WWF2
ｵﾗﾝﾀﾞ

2003
WWF3
日本

2006
WWF4
ﾒｷｼｺ

2009
WWF5
ﾄﾙｺ

2012
WWF6
ﾌﾗﾝｽ

2015
WWF7
韓国

2007
APWS1
日本

2013
APWS2
タイ

2003 G8
ｴﾋﾞｱﾝ
ｻﾐｯﾄ

2008 G8
北海道洞爺湖

ｻﾐｯﾄ

2012 G20
ﾛｽ･ｶﾎﾞｽ
ｻﾐｯﾄ

2012 G20
農業次官
級会合

Ø G20農業次官級会合報告書
・持続可能な農業生産の増大及び生産性の向上についての重
要な結果や提言を含む報告書を発表

Ø非国連組織による初めての
水に関する世界規模の会議
Øマラケシュ宣言を採択

Ø世界水ビジョンの発表
Ø21世紀における水安全保障に
関するハーグ宣言を採択

Ø農業用水の効率性改善努力を表明した閣僚
宣言の採択
Ø「水と食と農」大臣会合を開催し、３つ（①食料
安全保障と貧困削減②持続可能な水利用③
パートナーシップ）のチャレンジを表明

2004：INWEPF設立

Ø水問題について、アジア・太平
洋諸国の首脳級が議論する初
めての国際会議
Ø別府からのメッセージを発表

Øこのサミットは国際的にも大きな影響を与えた東日本大震災、タイに
おける大規模洪水を経て開催されたものであり、農業分野では、持続
可能な農業生産を図るため、環境との調和に配慮した効率的水利用
の促進や、かんがい施設の改善を含んだ「チェンマイ宣言」を採択

1992
ﾀ゙ﾌ゙ﾘﾝ会議

1977
ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ
国連水会議

Øダブリン原則
• 水を経済財として扱い、水の民営化
の促進が国際社会の共通課題

Ø行動勧告

• かんがい農業は世界最大の水利用者であり、節水に
より水を供出し他のセクターと便益を分かち合うべき

2010
「持続的な農業用水の

管理」報告書

2005～2010
・OECD農業と水ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
・OECD農業委員会 等

Ø豪・加・仏から、人口増加、セクター間の水の競合、温暖化の影響等に伴い、農業用水の
効率的利用が不可欠。
Øまた、灌漑政策は、プライシングの導入、利用者からのフルコストの回収の促進が必要。

Ø2010：プライシング手法は農業用水
の効率的持続的な水管理手法の一
つとする方針として位置づけた「持続
的な農業用水の管理」報告書が取り
まとめられ、プライシングに関する議
論はいったん終息。

国際的な水議論に関する経緯
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協
力
に
関
す
る
検
討
会
」
の
最
終
報
告
を
踏
ま
え
、
Ｏ

Ｄ
Ａ
の
実
施
体
制
全
般
を
改
変
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し

た
。
そ
し
て
、
２
０
０
８
年
10
月
に
旧
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
は
Ｊ

Ｂ
Ｉ
Ｃ
か
ら
有
償
資
金
協
力
を
、
外
務
省
か
ら
無
償
資

金
協
力
の
一
部
を
受
け
継
ぎ
、
３
つ
の
援
助
ツ
ー
ル
を

組
み
合
わ
せ
、
一
元
的
に
実
施
す
る
こ
と
で
、
途
上
国

の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
よ
り
効
果
的
・
効
率
的
な
援
助

の
実
施
を
目
指
し
て
新
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
設
立
さ
れ
ま
し
た
。

（
２
）
民
間
と
の
連
携

前
政
権
に
お
い
て
、
ア
ジ
ア
を
中
心
と
す
る
旺
盛
な

イ
ン
フ
ラ
需
要
に
対
応
す
る
た
め
、
イ
ン
フ
ラ
分
野
の

民
間
企
業
の
支
援
を
検
討
す
る
関
係
大
臣
会
合
が
開
催

さ
れ
て
い
ま
し
た
。
ま
た
、
現
政
権
に
お
い
て
、
イ
ン

フ
ラ
シ
ス
テ
ム
の
海
外
展
開
に
お
け
る
国
際
競
争
は
熾

烈
を
極
め
る
た
め
、
Ｏ
Ｄ
Ａ
の
戦
略
的
効
率
的
な
実
施

な
ど
国
と
し
て
あ
ら
ゆ
る
施
策
を
総
動
員
し
て
民
間
企

業
の
海
外
展
開
を
支
援
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

「
経
協
イ
ン
フ
ラ
戦
略
会
議
」
が
官
邸
に
設
置
さ
れ
ま

し
た
。
そ
し
て
、
昨
年
５
月
に
は
、
官
民
連
携
し
て
取

り
組
む
べ
き
施
策
を
示
し
た
「
イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
輸

出
戦
略
」
が
策
定
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
中
で
Ｎ
Ｎ
分
野

も
「
新
た
な
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
と
な
る
イ
ン
フ
ラ
分
野
の

進
出
支
援
」
の
項
目
に
お
い
て
、
我
が
国
の
効
率
的
な

農
業
イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
等
の
海
外
展
開
を
経
済
協
力

の
支
援
ツ
ー
ル
も
活
用
し
て
支
援
す
る
旨
位
置
づ
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
同
様
に
昨
年
12
月
に
今
般
の
農
政
改
革
の
グ

ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
と
し
て
官
邸
で
と
り
ま
と
め
ら
れ
た

「
農
林
水
産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ
ン
」
に
お
い

て
も
、
経
済
協
力
（
イ
ン
フ
ラ
整
備
、
人
材
育
成
等
）

と
民
間
投
資
の
連
携
に
よ
る
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
構
築

を
支
援
す
る
旨
記
載
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

こ
の
よ
う
に
Ｏ
Ｄ
Ａ
を
活
用
し
た
民
間
と
の
連
携
が

最
近
の
大
き
な
動
き
で
あ
り
、
当
室
に
お
い
て
も
農
業

機
械
の
輸
出
に
資
す
る
ほ
場
の
整
備
の
技
術
的
な
課
題

に
つ
い
て
の
調
査
を
本
年
度
よ
り
補
助
事
業
と
し
て
実

施
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

５
．
お
わ
り
に

こ
こ
ま
で
、
Ｎ
Ｎ
協
力
の
実
績
や
最
近
の
Ｎ
Ｎ
協
力

を
取
り
巻
く
国
内
外
の
動
き
の
概
要
に
つ
い
て
報
告
し

て
き
ま
し
た
。
海
外
室
に
つ
い
て
は
、
新
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の

設
立
と
ほ
ぼ
同
時
期
の
２
０
０
８
年
８
月
か
ら
、
従
来

か
ら
担
当
し
て
い
る
Ｎ
Ｎ
協
力
に
、
局
内
の
他
課
で
担

当
し
て
い
た
国
際
か
ん
が
い
排
水
委
員
会
（
Ｉ
Ｃ
Ｉ

Ｄ
）、
国
際
水
田
・
水
環
境
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｉ
Ｎ
Ｗ

Ｅ
Ｐ
Ｆ
）
や
Ｗ
Ｗ
Ｆ
に
関
係
す
る
分
野
も
加
え
、
国
際

業
務
を
一
元
的
に
担
当
し
て
お
り
ま
す
。

昨
今
の
、
国
際
的
な
水
議
論
を
は
じ
め
と
し
て
様
々

な
動
き
に
も
留
意
し
な
が
ら
、
ま
た
、
先
般
の
政
府
開

発
援
助
（
Ｏ
Ｄ
Ａ
）
大
綱
の
改
訂
す
る
方
向
で
の
検
討

に
入
っ
た
旨
の
報
道
に
あ
る
よ
う
な
今
後
国
内
で
活
発

化
す
る
と
考
え
ら
れ
る
議
論
も
十
分
に
踏
ま
え
つ
つ
、

我
が
国
の
経
験
・
技
術
を
活
か
し
た
Ｎ
Ｎ
協
力
を
更
に

効
果
的
・
効
率
的
に
実
施
で
き
る
よ
う
努
め
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

（
引
用
文
献
・
参
考
文
献
）

・
外
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

・
独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

・
農
林
水
産
省
農
林
水
産
政
策
研
究
所
「
２
０
１
２
年
に
お
け
る
世

界
の
食
料
需
給
の
見
通
し
」（
２
０
１
３
）

※
本
投
稿
文
の
内
容
や
意
見
は
、
執
筆
者
個
人
に
属
し
、
農
林
水
産

省
の
公
式
見
解
を
示
す
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

み
や
ざ
き
ま
さ
お
・

農
村
振
興
局　

整
備
部　

設
計
課　

海
外
土
地
改
良
技
術
室
長

我が国 ODA の実施体制
（資料：JICA ホームページ）


